










































表 1は，RESAS で分析した 2013 年時点での南丹市における地域経済循環の現状を示したも




得 739 億円から，地域内勤務者ベースの雇用者所得 807 億円を引いた額で，－68 億円，すなわ
ち，68 億円の流出ということになる。同様に，雇用者所得以外のその他所得の流入額は 174 億
円となる。そして，地域内勤務者ベースの総所得 1,362 億円に対し，地域住民又は企業ベースの
総所得は 1,468 億円であるため，106 億円の流入となる。つまり，RESAS からみる限り，地域
住民の所得を地域の稼ぎで賄えていることになり，地域経済が自立していることになる。また，
（3）支出面（5）では，総支出において 106 億円の流出があるが，（B）民間消費の場合，流入額は
地域内勤務者ベースの民間消費 814 億円から，地域住民又は企業ベースの民間消費 791 億円を引
いた額で，23 億円となる。（C）民間投資の場合，流入額は，地域内勤務者ベースの民間投資



















表 1 RESAS らみる南丹市の地域経済循環の実態（2013 年，単位：億円）
（1）生産（A）＝（B）＋（C） 生産高（A） 中間投入額（B） 付加価値額（C）
1次産業 60 32（53.3％） 28
2 次産業 1,938 1,320（68.1％） 618
3 次産業 1,032 318（30.8％） 716
合計 3,030 1,668（55.0％） 1,362
（2）分配（A）＝（B）＋（C） 総所得（A） 雇用者所得（B） その他所得（C）
地域住民・企業ベース 1,468 739 729
地域内勤務者ベース 1,362 807 555
地域内収支 ＋106 －68 ＋174
（3）支出（A）＝（B）＋（C）＋（D） 総支出（A） 民間消費（B） 民間投資（C） その他支出（D）
地域住民・企業ベース 1,468 791 194 484
地域内勤務者ベース 1,362 814 178 370
地域内収支 －106 ＋23 －15 －114
（4）地域経済循環率：93.4％
注 1：現在，RESAS では，地域経済循環に関わるデータは 2013 年が最新である。
出所：RESAS により作成。




















図 1 RESAS からみる南丹市の産業別影響力係数（横軸）と感応度係数（縦軸）（2013 年）
出所：RESAS により作成。
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表 2 RESAS からみる南丹市の食料品製造業と輸送用機械製造業の生産額（2013 年）
（単位：億円） 生産額 付加価値額 中間投入額 中間投入率
製造業全体 3,020（100％） 1,363（100％） 1,657 54.9％
食料品製造業 949（31.4％） 332（24.3％） 617 64.5％
輸送用機械製造業 641（21.2％） 137（10.1％） 504 78.6％
出所：RESAS により作成。
表 3 工業統計表からみる南丹市の製造業の実態（2014 年）
事業所数
従業者数（％） 製造品出荷額（％） 現金給与総額（％）
～29 人 30～299人 300 人～
製造業計 66 11 2 2,782 人（100）17,108,137 万円（100）1,143,662 万円（100）
食料品製造業 10 5 1 1,082 人（38.9） 6,093,164 万円（35.6） 321,900 万円（28.1）
輸送用機械器具製造業 1 1 1 710 人（25.5） 8,544,701 万円（49.9） 453,998 万円（39.7）
その他製造業 55 5 0 990 人（35.6） 2,470,272 万円（14.5） 367,764 万円（32.2）
出所：経済産業省「工業統計調査（平成 26 年）」により作成。
表 4 南丹市の食料品製造業と輸送用機械器具製造業の主要事業所（2014 年）
業種 事業所名 所在地 従業者数 本社所在地
食料品製造業
株式会社湖池屋（京都工場） 南丹市園部町千妻 535 人 東京都板橋区
男前豆腐店株式会社 南丹市八木町船枝 197 人 京都府南丹市八木町
雪印メグミルク（京都工場） 南丹市八木町美里 115 人 東京都新宿区
雪印メグミルク（池上製造所） 南丹市八木町池上 110 人 東京都新宿区
美山ふるさと株式会社 南丹市美山町安掛 64 人 京都府南丹市美山町
虎屋（京都工場） 南丹市八木町北広瀬 54 人 東京都港区
上記以外の従業者数 30 人未満の事業所（10 ヶ所） 7人 不明
輸送用機械器具
製造業
JATCO（八木工場） 南丹市八木町室橋 527 人 静岡県富士市
太陽機械工業株式会社（園部工場）南丹市園部町船阪町田 165 人 京都府亀岡市曽我部町
上記以外の従業者数 30 人未満の事業所（1ヶ所） 8人 不明
出所：金（2018）より作成。
表 5 株式会社湖池屋の食料品製造に使用する原材料の産地
国内産じゃがいも 5月末頃：九州エリア 7月頃：関東エリア 9月頃：北海道・東北エリア
出所：株式会社湖池屋ホームページにより作成。
















































表 7 RESAS からみる南丹市の主要産業部門における中間投入率と投入係数の比較（単位：億円）
生産額 付加価値額 中間投入額 中間投入率 投入係数
食料品 939 331 608 64.7 0.64
輸送用機械 630 135 495 78.6 0.80
公務 214 150 64 29.9 0.32
公共サービス 208 149 59 28.4 不明
建設業 170 80 90 52.9 0.55
住宅賃貸業 160 134 26 16.3 0.54
対個人サービス 103 58 45 43.7 0.45
対事業所サービス 81 48 33 40.7 0.39
小売業 78 53 25 32.1 不明
農業 57 25 32 56.1 0.51
運輸業 49 35 14 28.6 不明
情報通信業 45 23 22 48.9 0.47
水道・廃棄物処理 38 25 13 34.2 不明
金融・保険業 37 24 13 35.1 0.34
金属製品 34 13 21 61.8 0.62
印刷 29 14 15 51.7 不明
電気機械 27 9 18 66.7 0.70
製材・木製品 23 9 14 60.9 不明
窯業・土石製品 21 10 11 52.4 0.56
その他の不動産業 19 12 7 36.8 不明
注：投入係数の「不明」は，RESAS でみる産業部門と総務省「産業連関表，投入係数表（37 部門）」
との不一致に起因する。
出所：RESAS，総務省「産業連関表，投入係数表（37 部門）」（平成 23 年）より作成。




































産業分類 事業所数 地元企業 地域外企業の分工場
飲料・たばこ・飼料製造業 1 1 ・
繊維工業 13 11 2
木材・木製品製造業（家具を除く） 6 4 2
家具・装備品製造業 2 2 ・
パルプ・紙・紙加工品製造業 1 1 ・
印刷・同関連業 6 5 1
化学工業 3 2 1
プラスチック製品製造業（別掲を除く） 6 4 2
なめし革・同製品・毛皮製造業 1 1 ・
窯業・土石製品製造業 4 4 ・
金属製品製造業 6 4 2
はん用機械器具製造業 1 1 ・
生産用機械器具製造業 2 1 1
業務用機械器具製造業 1 1 ・
電子部品・デバイス・電子回路製造業 2 1 1
電気機械器具製造業 1 1 ・
その他の製造業 1 1 ・








（％）～29 人 30～299 人 300 人～
2006 年 77 10 0 1,371（43.1） 2,151,642（26.0） 442,476（38.3）
2007 年 75 10 0 1,329（42.6） 2,454,984（18.4） 448,578（35.9）
2008 年 81 9 0 1,351（42.5） 2,973,265（20.3） 461,749（39.1）
2009 年 68 8 0 1,200（49.6） 2,382,669（21.0） 403,993（37.6）
2010 年 70 6 0 1,155（38.7） 2,512,720（16.1） 414,407（35.6）
2011 年 41（4～9 人） 35（10～299 人） 0（300 人～） 1,108（35.3） 2,158,702（11.0） 386,201（31.7）
2012 年 59 5 0 1,018（34.6） 2,198,969（14.4） 358,725（31.6）
2013 年 57 5 0 1,023（35.0） 2,277,756（13.7） 376,362（32.0）
2014 年 55 5 0 990（35.6） 2,470,272（14.5） 367,764（32.2）
注：2011 年データについては，平成 23 年度工業統計調査の中止のため，経済センサス活動調査（平
成 24 年）のなかの製造業に関す注：る調査事項にて把握している。
出所：経済産業省「工業統計調査（各年度）」より作成。


















とする 17 業種からなっているが，300 人以上規模の大型事業所は 1ヶ所も存在しなく，従業者
数 30 人未満の小規模事業所が圧倒的に多い。また，表 9でみるように，これらが生み出した製





らには NPO などの非営利領域の 3セクターを含む）が行う地域内消費や，担税力，地域内再投
資を含むより総合的・総体的概念として捉えなければならない。RESAS の地域経済循環の考え
方は，マクロ経済学の視点から一国経済を論じる際のみ通用するものである。さらに問題は，








第 3セクターとして 1992 年に設立された。定住受け入れ体制を確立し，2004 年までにこれまで
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